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本判決は，登録部分意匠の侵害が問題となっ

た数少ない事例である。本件登録意匠とイ号意

匠との類否判断において，かねてより議論のあ

る創作説と混同説との折衷説ともいうべき見解

に依拠して判断されている。すなわち，その判

断の枠組みは，基本的には混同説によりつつ，

物品の類否（判断の主体及び判断基準），意匠

の類否（要部認定及び看者における美感の類否）

について判断し，美感の類否については，公知

意匠を参酌して判示している。本件判旨に賛成

する。

＜参照条文＞　意匠法２条１項，同23条

登録部分意匠権者であるＸ（原告）は，化粧

用パフに関する登録部分意匠（以下，本件登録

意匠という。）を有しているが，Ｙ（被告）の

製造販売するゲルマニウムシリコンブラシ（以

下，イ号物件という）の本体部分の意匠（以下，

イ号意匠という）が，Ｘの登録意匠と類似して

いるので，その製造販売は同意匠権を侵害する

【事　実】

【要　旨】
として，Ｙに対して，意匠法37条1項に基づい

て，イ号物件の製造販売の差止めを請求すると

共に，意匠権侵害に基づく損害賠償を請求した

事案である。

１．物品の類否について

「（1）意匠とは，物品（物品の部分を含む。）

の形状，模様若しくは色彩又はこれらの結合で

あって，視覚を通じて美感を起こさせるものを

いい（意匠法２条１項），物品と一体をなすも

のであって，物品が異なれば意匠も異なること

になるから，登録意匠と『類似する意匠』（同

法23条）というためには，その意匠に係る物品

が同一又は類似することを要する。そして，意

匠の類否は，一般需要者を基準とし，登録意匠

と類似の美観を生じさせ，両意匠に混同を生じ

させるおそれがあるか否かによって決すべきも

のであることにかんがみると，意匠に係る物品

の類否も，一般需要者を基準とし，両物品が同
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一又は類似の用途，機能を有すると解される結

果，両物品間に混同を生じさせるおそれがある

か否かという観点からこれを決すべきものと解

される。……したがって，イ号意匠をその構成

部分とするイ号物件が，本件登録意匠に係る物

品である『化粧用パフ』と物品として同一又は

類似しているか否かが検討されなければならな

いところ，その類否判断に当たっては，上記の

とおり，イ号物件が本件登録意匠に係る物品

『化粧用パフ』と同一又は類似の用途・機能を

有するか否かを検討する必要がある。……そし

て，このような物品の需要者（洗顔に少しでも

関心を有する主として女性）において，『パフ』

は，おしろいやファンデーション等を顔面等の

皮膚に塗布するという本来的用途・機能のほ

か，洗顔用品としての用途・機能を有するもの

と認識されているということができ，イ号物件

とその用途・機能が類似するものというべきで

ある……。……イ号物件は，その用途・機能に

おいて本件登録意匠に係る物品である『化粧用

パフ』と類似するものというべきであり，仮に，

その本体部分の意匠であるイ号意匠が本件登録

意匠と類似するとすれば，上記の一般需要者に

混同を生じさせるおそれがあるものというべき

である。」

２．意匠の類否について

「本件登録意匠とイ号意匠との相違点は，…

…いずれも微細な点であり，看者に格別の注意

を惹くものとはいえず，上記要部形状における

共通点を凌駕してその類否判断に格別の影響を

及ぼすものとはいえない。……したがって，イ

号意匠は，本件登録意匠と類似する。」

３．無効理由の存否について

① Ｙの引用例である実用新案品「ヘヤーブ

ラシ」について

「『化粧用パフ』と『ヘアーブラシ』とは，身

体の一部の汚れを洗い落とすものという限りで

共通するがその対象が顔面その他の皮膚か頭髪

であるかによって，その用途・機能が著しく異

なることはいうまでもない。また，本件登録意

匠……の要部形状における相違点が看者の注意

を強く惹くものと認められるから，本件登録意

匠とは全体として美観を異にし，類似しないと

いうべきである。」

② 同様に，Ｙの引用例である実用新案品

「ヘヤーブラシ」及び登録意匠「フットブラシ」

については，上記判旨と同様の理由で非類似と

し，また，審判請求書添付の審判甲号各証記載

意匠「髪洗器」，「挟んで持つヘアー・ブラシ」

及び「洗髪用ブラシ」についても上記判旨と同

様の理由付けで類似しないとする。

１．本判決は，1998（平成10）年の意匠法改

正において導入された部分意匠の意匠権侵害に

関する数少ない事例としての意義を有する。本

件における主な論点は，①本件登録意匠に係る

物品とイ号物件の類否，②本件登録意匠とイ号

意匠の類否，③本件登録意匠の無効理由の存否

の三つの侵害論及び④損害賠償額の算定につい

てである。いずれも重要な論点であるが，①な

いし③の侵害論についてのみ取り上げ，④につ

いては，イ号物件全体に対する部分意匠の寄与

度を50％として損害額を認定した事例としての

意義を有するが紙幅の関係で検討しない。

２．意匠の類否については，創作説と混同説

の対立がある。創作説は，「意匠の類似は意匠

の創作が同一の美的思想から出たものであるこ

とをいう」とする見解１）であり，両意匠から生

じる美感が同一であることとする２）。この見解

は，意匠法の目的規定（意匠法１条。以下，

「意匠法」は「意」と略す）を根拠に，登録要

件としての類否（意３条１項３号）又は侵害に

おける類否（意23条）は，創作の結果を意味す

るものであり，創作性は公知意匠を参酌して判

断するものとし判断主体は当業者とする。創作

【研　究】
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説を採る判例としては，可撓伸縮ホース事件３），

帽子事件４）などがある。

これに対して，混同説５）は，意匠権の意義は

意匠に係る物品の混同による取引秩序の混乱を

防止することにあるとして類否判断を物品の混

同にあるとする。すなわち，「物品の取引者・

需要者を基準として，二つの意匠について混同

が生じるおそれがあるほどによく似ているかど

うかにより判断すべきであるとする」見解であ

る６）。

さらに，基本的には混同説に依拠しつつ要部

認定について，創作説の手法による見解があり

注目されている。すなわち，「意匠の類否は，

登録意匠の中で，取引者または需要者の注意を

強くひく部分，すなわち意匠の要部を認定した

上で，要部において，登録意匠と対象意匠が，

取引者，需要者が混同する程によく似ているか

どうかを判断」し，さらに，「意匠の要部にお

いて両意匠が取引者，需要者が混同する程よく

似ているとすれば，両意匠は全体として美感に

おいて類似するというべき」であるとする見解

である７）。この見解は，登録意匠の要部の認定

において，公知意匠を参酌すべきとする点にお

いて創作説と考え方を共通にするものであるこ

とから，いわば創作説と混同説の折衷的見解で

あるが，近時注目されており８），有力な見解に

なりつつある。この見解を採る裁判例として，

衣裳ケース事件９）がある。この判決は，混同説

を前提としつつ，「その類否判断は，両意匠の

構成を全体的に観察したうえ，取引者，需要者

が最も注意を惹く意匠の構成，すなわち要部が

どこであるかを当該物品の性質，目的，用途，

使用態様等に基づいて認定し，その要部に現れ

た意匠の形態が看者に異なった美感を与えるか

否かによって判断すべきものである」と判示す

る10）。問題は，意匠の類否判断の前提としての

物品の類否判断における判断基準の主体と判断

基準の内容である。

まず，意匠に係る物品の類否判断における判

断基準の主体については，創作説は当業者，混

同説は取引者・需要者を判断の主体とする11）。

この点について，本判決は一般需要者を基準と

し，両物品が同一又は類似の用途，機能を有す

ると解される結果，両物品間に混同を生じさせ

るおそれがあるか否かという観点から決すべき

としており，混同説に基づきつつ，判断主体を

需要者とする。この判断基準は最判昭和49・

３・19と同様である12）。本判決における物品に

ついては，イ号物件である「ゲルマニウムシリ

コンブラシ」と本件登録意匠に係る物品である

「化粧用パフ」について，物品の意義，用途・

機能を比較検討している。原告は，考案の名称

「クレンジングパッド」とする登録実用新案を

その後，出願変更し，本件登録意匠としたもの

であるが，出願された考案に添付された明細書

の「発明の属する技術分野」に「この発明は，

化粧落としの際に使用されるクレンジングパッ

ドに関するものである」との記載及び「発明が

解決しようとする課題」に「この発明は，顔面

の凹凸によくフィットし，毛穴の汚れや角栓ま

でスムーズに落とすことが可能なクレンジング

パッドを提供することを課題とする」との記載

に基づいて，化粧落としの用途・機能を有する

ものとして意匠登録出願をしたものと推認した

上で，一般需要者に，化粧用パフの用途・機能

について，「おしろいやファンデーション等を

顔面等の皮膚に塗布するという本来的な用途・

機能のほか，洗顔用品としての用途・機能を有

するものと認識されている」ので，イ号物件は

化粧用パフに用途・機能が類似すると判断して

いる。

物品の類否については，用途・機能の同一性

から判断するが，裁判例では，用途・機能の両

者の同一性を問題とするもの，用途のみの同一

性を問題とするもの，機能のみの同一性を問題

とするものに分かれており，基準としては必ず

943知　財　管　理　Vol. 57 No. 6 2007

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



しも明確ではない13）。最近の部分意匠に係る裁

判例ラップフィルム摘み具事件でも，この判決

はラップフィルム摘み具を両面テープなどで取

り付けてフィルムの先端を浮かせて指で簡単に

つまみやすくするための摘み具（部品）の意匠

に関する事例であるが，対比物品のフラップ部

分がラップフィルムの包装用箱と一体形成され

ていたため，両者は用途，機能等を異にし，物

品としての同一性又は類似性がないとされてい

る。用途と機能のいずれを異にするのかは明確

ではない14）。

３．次に，意匠の類否判断については，まず，

意匠の要部認定，次いで，要部において共通性を

有するか否か，すなわち，看者における美感が類

似しているか否かが問題となる。美感とは，「看

者に与える美的印象」とされているが，「法律用

語としては数少ない感性的な用語」であり15），極

めて抽象的でもある。また，本件では，「美観」

の文言が使われており「美感」の文言との異同

も問題であるが，どちらの文言も使用する判例

が多数存在することからすると両者は同義で使

用されているように思われる。平成18年意匠法

改正からもやはり「美感」が妥当である。

意匠の類否判断については，登録意匠及びイ

号意匠の相互の全体を比較して総合的に判断す

る必要がある。類否判断において相違点や共通

点が全体観察においてどの程度の比重を占める

のかを見極めるために登録意匠の要部認定がな

される必要がある。

要部認定及び対比する要部の構成態様の相違

の判断については，創作説では，「創作活動の

結果として美的特徴が発揮された形態」であり

その特定は公知意匠を参酌してなされる16）。他

方，混同説では，要部の認定は，取引者・需要

者である看者の注意を惹くか否かで判断され，

対比された要部が看者に異なる美感を与えるか

否かによって意匠の類否が判断されることにな

る17）。折衷説では，登録意匠の要部認定に公知

意匠を参酌すべきとしているので，公知意匠と

の対比において新規な創作部分を意匠の要部と

見る創作説と同じ立場に立つ18）。折衷説に対し

ては，「意匠の類否判断の基準を物品に求めな

がら前記の理由で創作説と同じ立場に立つこと

は，論理的整合性を欠く結果をもたらすのでは

ないだろうか」として批判的見解がある19）。し

かし，最近の見解では，「創作説と混同説の両

者を，創作の程度，混同の程度に応じた軸をと

り，他方物品の性質が創作，混同のいずれをよ

り強く考慮すべきものかという視点に応じた軸

をとって，多元的検討を加えることが実際の事

案の判断に適する」として好意的な見解20），あ

るいは「意匠法上の登録意匠の保護のあり方に

最も適うものといえる」として賛同する見解21）

がある。折衷説が妥当である。

創作説によるか混同説によるかの問題は，混

同説の折衷説への歩み寄りによって，最も問題

となるのは美感の判断主体である。創作者の側

で創作努力を加えた部分又は画期的な創作部分

については注意を喚起され，識別のポイントと

なるし，一般需要者の目に付きにくい部分であ

っても，需要者たる販売業者であれば関心を持

つであろうから当業者基準と需要者基準の垣根

は小さいとする指摘もある22）。すなわち，判断

主体の問題も創作説及び混同説で大きな差をも

たらさないともいえる。

４．部分意匠については，部分意匠とそれが組

み込まれた全体意匠との関係において類似範囲

をどのように考えるかという部分意匠独自の問

題がある。すなわち，要部説と独立説の対立で

ある。要部説とは，部分意匠の部分形態だけで

判断するのではなく，物品全体の位置や大きさ

を勘案しながら判断すべきとする見解23）であり，

独立説は，位置，大きさに関係なく部分形態が

どこにあろうと権利主張されている部分が使用

されていれば類似とする見解24）である。要部説

では実線で表された部分意匠が物品全体に占め
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る位置と大きさを特定するものとして機能する

ので，物品全体との関係で判断されることにな

る。独立説は意匠に係る物品と同一又は類似の

物品でなければならないが，位置や大きさの制

約はないとされる25）。

部分意匠については，部分意匠の形態が同じ

でも全体におけるその位置，大きさ，範囲によ

っては，取引者・需要者が混同しないほど異な

る美感を与えることがありうることから，混同

説を原則とすると独立説とは相容れなくなる可

能性が指摘されており，この場合に，波線部分

の常識的な変更・相違は，類否判断に影響しな

いと考えるべきとされる26）。すなわち，混同説

を採れば，要部説によることが妥当する。他方，

独立説から主張される波線部分は権利範囲と関

係ない部分であるとしながら権利範囲認定の際

に波線で描かれた位置関係を考慮するのは矛盾

であるとする批判がある27）。しかし，波線部分

及び実線部分は出願人が決定した部分であるか

ら侵害訴訟における類否判断において改めて物

品全体の関係を考慮することは，部分意匠の効

力がその部分を含む完成品に及ぶことからも28），

部分意匠と全体物品との位置関係は重要な判断

要因であると考えるし，独立説では波線部分を

無視することでかえって保護範囲を拡張するこ

とにつながる可能性も考えられることからする

と要部説によることが妥当であると思われる。

本判決は，意匠の類否において，全体形状との関

係において要部形状を対比する要部説を採る29）。

五．さらに，本判決は，被告の抗弁である無効

理由の存否について判断する。かつては，無効

理由については侵害訴訟において判断すること

はできないとされていたが，侵害訴訟において

無効理由の判断が可能であることがいわゆるキ

ルビー判決30），意匠権についてはバルブ用筺体

事件31）によって認められている（意41条）。本判

決では，被告は本件登録意匠権についていくつ

かの引用例を挙げ，本件登録意匠の登録はその

出願日前，日本国内において新規性を喪失した

無効理由があると主張した。引用例には意匠だ

けでなく，実用新案の例も挙げられているが，

いずれについても本件物件と引用例の用途・機

能を対比して物品が非類似であること，そして，

本件登録意匠の要部形状と引用例を対比して，

「要部形状における相違点が看者の注意を強く惹

くものと認められるから，本件登録意匠とは全

体として美観を異にし，類似しない」として，

本件登録意匠には意匠法48条１項１号の無効理

由はなく，他に同条１項各号の無効理由の主張

はないと判示している。無効理由の判断に係る

判旨であるが，これまでの意匠の類否判断の審

理過程に照らすと，まさに美感の類否について，

公知意匠を参酌して判断するものとする折衷説

の論理展開に符合する。

意匠の類否判断については，平成18年改正で

意匠法24条２項として意匠の類否判断基準が需

要者からみた意匠の美感の類否であることが明

文化されたが，まさに本判決の判断枠組みに沿

うものといえるように思われる。

注　記

1） 牛木理一『意匠法研究四訂版』（発明協会，1994

年）127頁。

2） 山田知司「意匠の類否」牧野利秋＝飯村敏明編

『新・裁判実務大系４知的財産関係訴訟法』（青

林書院，2001年）374頁。

3） 東京高判昭和45・１・29無体裁集２巻１号16頁。

4） 東京高判昭和48・５・31無体裁集５巻１号184頁。

5） 竹田稔『知的財産権侵害要論第４版』（発明協会，

2003年）316頁。

6） 山田知司・前掲注２）374頁，光石士郎『新訂意

匠法詳説』（ぎょうせい，1971年）99頁。

7） 設楽隆一「意匠の類否」『実務相談工業所有権四

法』（商事法務研究会，1994年）368頁。

8） 内藤義三＝川岸弘樹「意匠権の本質」『意匠法及

び周辺法の現代的課題』（発明協会，2005年）87

頁以下，小谷悦司「登録意匠の要部認定と類否

判断」『意匠法及び周辺法の現代的課題』（発明

協会，2005年）225頁以下。後者は，この見解を
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修正混同説（創作的混同説）と称している。

9） 東京高判平成７・４・13判例時報1536号103頁。

10） 同旨，同上告審最判平成８・９・26判例時報

1536号103頁，タイムカード事件東京高判平成

７・９・26知的裁集27巻３号682頁。なお，平成

18年の意匠法改正において，意匠法第24条２項

に意匠の類否判断の明確化を図るための規定が

新設され，意匠の類否判断基準について，「需要

者の視覚を通じて起こさせる美感に基づいて行

う」と規定しており，意匠の美感の類否の基準

が明記されたが，この規定については，創作説

の立場から厳しい批判が寄せられている（牛木

理一「改正意匠法24条２項への疑問」パテント

59巻10号35頁以下）。

11） ちなみに，平成18年意匠法改正による24条２項

には需要者が明文化された。

12） 民集28巻２号308頁。本最判は，前掲注３）可撓

伸縮ホース事件東京高判45・１・29の上告審で

ある。判例評釈として，中山信弘・法学協会雑

誌92巻10号1409頁。

13） 判例時報1936号156頁注釈部分。

14） 東京地判平成16・10・29判時1902号135頁。

15） 竹田稔・前掲注５）483頁。

16） 牛木理一・前掲注10）パテント38頁。

17） 竹田稔・前掲注５）520～524頁。

18） 設楽隆一・前掲注７）368頁。

19） 竹田稔・前掲注５）534頁。

20） 内藤義三＝川岸弘樹・前掲注８）106頁。

21） 小谷悦司・前掲注８）237頁。

22） 内藤義三＝川岸弘樹・前掲注８）89頁。

23） 吉原省三「部分意匠の問題点」中山信弘『知的財

産法と現代社会』（信山社，1999年）109頁以下。

24） 佐藤恵太「部分意匠の権利範囲に関する覚書」

中山信弘『知的財産法と現代社会』（信山社，

1999年）698頁以下。

25） 小谷悦司・前掲注８）243～244頁。

26） 山田知司・前掲注６）384頁。

27） 佐藤恵太・前掲注24）693頁。

28） 竹田稔・前掲注５）503頁。

29） 部分意匠についての特許庁の運用基準は要部説

に立つ（竹田稔・前掲注５）503頁）。

30） 最判平成12・４・11民集54巻４号1368頁。

31） 東京地判特平成14・６・28最高裁HP，同控訴審

東京高判平成15・２・25最高裁HP。

（原稿受領日　2007年３月７日）
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